
 

は じ め に 

  

今日、各地方公共団体の財政状態、特に資産・債務の現状とその推移を、統一的基準により把握し、

公開することが強く求められています。 

 このような中、平成18年4月、総務省は「新地方公会計制度研究会」を設置し、同年5月「新地方公会

計制度研究会報告書」を発表しました。また、同年8月には「地方公共団体における行政改革の更なる

推進のための指針」が示され、これにより各地方公共団体は、より一層積極的な行政改革の推進が求め

られることとなりました。この指針において地方公会計改革（地方の資産・債務管理改革）の推進が掲

げられ、民間企業の決算と同様に貸借対照表等の財務諸表を作成することが義務付けられました。 

公表開始年度は平成21年度とされ、平成20年度決算に係る財務諸表の公表を実施することと明記され

ています。また、財務諸表を作成する会計は普通会計（一般会計・住宅新築資金等貸付事業特別会計・

学校給食センター事業特別会計）の他、公営事業会計（各特別会計）、各一部事務組合、土地開発公社、

第三セクター等など、出資等をしている会計や団体も対象とされ、これらをすべて連結決算することと

されています。 

 

 ・貸借対照表：資産総額とその財源に当たる負債・純資産の額 

 ・行政コスト計算書：行政サービスの提供に要した費用と収益の内容 

 ・純資産変動計算書：純資産の増減の内訳 

 ・資金収支計算書：現金収支の性質別内訳 

 

 藤岡市においても、将来を見据えた健全な財政運営を図るとともに、財政内容を市民にわかりやすく

説明するため、「新地方公会計制度実務研究会報告書」の「総務省方式改訂モデルに基づく財務書類作

成要領」（以下、改訂モデルという）に従い、平成 20・21 年度決算に続き、平成 22 年度決算において

も財務諸表を作成し、公表を行います。 

 

※作成基準日について 

 会計年度の最終日（平成 23 年 3 月 31 日）を各財務諸表の作成基準日としています。なお、出納整理

期間（平成 23 年 4 月 1 日～平成 23 年 5 月 31 日）については、作成基準日までに終了したものとして

処理しています。 

 

※図表の数値について 

 図表の各比率については、四捨五入の関係で合計と一致しない場合があります。 
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１ 財務諸表の公表に当たって 

 

地方公共団体の会計は、現金主義会計と言われ、費用や収益をそれぞれ現金支出・現金収入という事

実に基づいて認識するもので、客観性が高く、議会の統制の下で適正に予算を編成・執行するという地

方公共団体の性格上、この考え方は適したものと言えます。 

一方、国においては、厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、国民に対する説明責任をより適

切に果たし、財政の効率化・適正化を図ることが求められており、現在の現金主義ではなく、発生主義

による企業会計手法を活用した財務書類の開示が推進されています。 

発生主義会計とは、費用や収益を、現金の受け渡しのない経済的取引（減価償却・退職手当引当金な

ど）も含めた事実に基づいて認識するものです。この会計方式を採用した財務諸表の作成により、従来

の現金ベースでの歳入額、歳出額だけの情報だけでなく、 

 

○現在どれくらいの資産を持っているのか 

○資産を持つためにいくら借金をしてきて、将来どれだけ返済しなければならないのか 

○行政サービスの提供にいくら費用をかけ、その提供に対しいくら収益を上げたのか 

○１年間に資産がどれだけ増減したのか 

○１年間の資金の流れはどうだったのか 

 

などの情報も把握することができます。 

財務諸表の４つの表間は、イメージ図のとおり、それぞれ矢印で結んだ項目の数値が一致することで

相互に関連しています。 

 

【 財務諸表４表のイメージ図 】 

 

貸借対照表  行政コスト計算書  純資産変動計算書  資金収支計算書 

借方 貸方 行政コスト 
期首残高 期首残高 

資産 
負債 

 

純行政コスト △純行政コスト △支出 

財源調達 

評価替えなど 
収入   

期末残高 期末残高 
純資産 

  

(うち現金) 

 

 

 

 

収益 
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２ 普通会計財務諸表の要旨 

（１）貸借対照表 

 基準日現在に保有する資産の状況と、これに対応した負債（将来世代による負担）と純資産（これま

での世代の負担）がいくらかを示しています。これを作成することで、現行の単年度収支の会計では把

握できなかった保有する資産、負債の全体像を総括的に、より的確に把握することが可能となりました。

貸借対照表は「資産＝負債＋純資産」の形で示されます。イメージ図は次のとおりです。 

 

           借方（資金の使途）   貸方（資金の源泉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資産は、市民の共通財産と言えますが、逆に、負債（借金）は今後の市民の負担額を示します。純資

産は、資産から負債を差し引いた額ですから、市民にとって、正味の財産持分（既に負担が済んでいる

額）となります。 

 

「資産」には、次の３種類があります。 

固
定
資
産 

公共資産 
藤岡市が保有する土地・建物などで、道路・公園・学校など行政サービスの
提供に必要な資産です。この中には、売却が可能な資産も含まれます。 

投 資 等 
関係団体への出資金や奨学資金などの貸付金、ある特定の目的のために活用
される基金の残高などです。将来、現金化・回収可能な資産です。 

流動資産 
１年以内に現金化・回収可能な資産です。現金預金の残高や１年以内に回収
見込みのある税などです。 

※１年以内に現金化・回収可能な「流動資産」に対して、現金化・回収することが困難な「公共資産」

と「投資等」を「固定資産」と言います。 

 

「負債」には、次の２種類があります。 

固定負債 基準日から１年を超えて支払期限が来る地方債や、退職手当引当金などです。 

流動負債 
基準日から１年以内に支払期限が来る地方債や、次の年に支払う予定の退職
手当などです。 

 

「純資産」は「資産」と「負債」の差額であり、既に藤岡市で受け入れた公共資産を整備するための

国や群馬県からの補助金、地方税等の一般財源などです。 

資  産 

負  債 

純 資 産 

現
在
の
藤
岡
市
の
資
産
総
額 

将来の負担として残

されている金額 

既に負担が済んでい

る金額 
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【 普通会計貸借対照表の要旨 】 

（基準日：平成23年3月31日）         （単位：千円） 

借    方 貸    方 

【資産の部】 【負債の部】 

１ 公共資産 １ 固定負債 

(1)有形固定資産 88,202,082 (1)地方債 19,631,284 

(2)無形固定資産 4,334 (2)長期未払金   24,406 

(3)売却可能資産 51,704 (3)退職手当引当金 4,433,203 

公共資産 計 88,258,120 (4)損失補償等引当金 26,780 

  固定負債 計 24,115,673 

    

２ 投資等 ２ 流動負債 

(1)投資及び出資金 1,792,584 (1)翌年度償還予定地方債 2,216,129 

(2)貸付金 434,027 (2)その他 819,833 

(3)基金等 2,866,176   

(4)長期延滞債権 919,076 流動負債 計 3,035,962 

(5)回収不能見込額 △447,122   

投資等 計 5,564,741   

  負  債  合  計 27,151,635 

３ 流動資産 【純資産の部】 

(1)現金預金 3,808,224 １ 公共資産等整備国県補助金等 15,570,802 

 （うち歳計現金） (893,737) ２ 公共資産等整備一般財源等 66,408,582 

(2)未収金 140,227 ３ その他一般財源等 △9,913,322 

流動資産 計 3,948,451 ４ 資産評価差額 △1,446,385 

  純  資  産  合  計 70,619,677 

資  産  合  計 97,771,312 負 債 ・ 純 資 産 合 計 97,771,312 

 

普通会計の平成22年度末における「資産」の総額は、97,771,312千円となっています。 

この「資産」を形成するために、これまでの世代が負担してきた「純資産」は70,619,677千円（72.2％）、

将来の世代への負担として残された「負債」は27,151,635千円（27.8％）となっています。 

「資産」の内訳は、公共資産が88,258,120千円（90.3％）、投資等が5,564,741千円（5.7％）、流動

資産が3,948,451千円（4.0％）となっており、ほとんどを公共資産が占めています。  

他方、主な「負債」は地方債で、年度末の総額は固定負債の19,631,284千円と流動負債の2,216,129

千円を合わせて21,847,413千円です。また、全職員が退職した場合に支払うべき退職金として、退職手

当引当金に4,433,203千円を計上しています。 
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ア 公共資産 

有形固定資産とは、藤岡市が保有する公園などの土地や、学校・福祉施設・庁舎等の建物など、長期

間にわたって行政サービスを提供するために使用される資産です。有形固定資産の行政目的別の内訳は

次のとおりです。 

 

【 行政目的別有形固定資産の内訳 】  

                 

 

 

普通会計の保有する有形固定資産のうち、道路・橋りょう・公園など市民の皆さんの生活の基盤とな

る施設である「生活インフラ・国土保全」資産が 56.1％を占めており、次いで、学校・図書館・体育館

などの「教育」資産が 25.3％、市内の中小企業の振興や商店街の活性化などに必要な「産業振興」資産

が 6.9％、庁舎等の「総務」資産が 6.3％、高齢者や障害者の方のための福祉施設や児童館・保育園な

どの「福祉」資産が 2.3％となっています。 

この割合の示す意味は、単に割合が高いからといってこの分野を重点的に行っているとは言い切れま

せん。同じ支出であっても、資産の形成につながる学校施設整備や道路建設などの公共施設整備が多け

れば、貸借対照表上に表れてきます。これに対して、福祉・医療など社会保障が中心の分野に係る経費

は、貸借対照表上には表れずに行政コスト計算書上に表れてきます。民間等に対する施設整備などの資

産形成につながる補助金等も同じく貸借対照表には計上されず、行政コスト計算書の他団体への公共資

産整備補助金等に計上されます。 

なお、有形固定資産の評価方法については取得価額ではなく、過去に整備・購入した資産であっても、

平成 22 年度において整備等をした場合の価格（再調達価額）を元に算定しています。 

また、土地以外の有形固定資産については減価償却をしています。減価償却の開始は取得年度の翌年

度からとし、開始時簿価及びそれ以降の簿価ともに、改訂モデルに設定された耐用年数に基づき、残存

価額をゼロとする定額法により算定しています。 

 

 

①生活インフラ・ 

国土保全 

49,479,356 千円 

56.1% 

②教育 

22,326,300 千円 

25.3% 

③福祉 

2,025,203 千円 

2.3% 

④環境衛生 

1,753,211 千円 

2.0% 

⑤産業振興 

6,123,865 千円 

6.9% 

⑥消防 

 974,882 千円 

1.1% 

⑦総務 

 5,519,265 千円 

6.3% 
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イ 投資等 

割合の多い順に見てみますと、投資等では退職手当目的基金、土地開発基金、文庫基金など特定の目

的のために積み立てた「基金等」の残高が2,866,176千円と51.5％を占めています。次に、特別会計や

外郭団体への「投資及び出資金」が1,792,584千円で32.2％、「長期延滞債権」が919,076千円で16.5％

を占めています。「長期延滞債権」は、地方税などの収入未済額のうち１年を超えて回収がなされてい

ないものを債権として固定資産に計上するものですが、このうち回収不能と見込まれる金額447,122千

円を「回収不能見込額」として控除しています。その他、奨学資金などの「貸付金」が434,027千円と

なっています。 

 

※主な用語の解説 

○退職手当目的基金 

退職手当に充てるために積み立てられた基金です。 

○土地開発基金 

事業を行うにあたり、必要な用地を先行取得するために積み立てられた基金です。 

○定額運用基金 

藤岡市にはありませんが、国民健康保険高額療養費の資金の貸付など、特定の事業や事務を運営す

るために、定額の資金を運用する基金です。 

○長期延滞債権、未収金、回収不能見込額 

  収入未済額のうち、平成 22 年度は「未収金」、平成 21 年度以前は「長期延滞債権」と計上してい

ます。また、これらに過去５年間の不納欠損実績率を乗じたものを回収不能見込額として計上してい

ます。 

 

ウ 流動資産 

流動資産では、「現金預金」が3,808,224千円と96.4％を占めています。これには、年度間の財源を

調整する財政調整基金2,392,999千円や、平成22年度普通会計決算において翌年度に繰越した収支差額

である歳計現金893,737千円が含まれます。 

また、「未収金」が140,227千円（3.6％）となっています。地方税や使用料・手数料などの収入未済

額を計上していますが、ここでは、１年を超えて回収がなされていない未収金は長期延滞債権となり、

「投資等」に固定資産として計上しているため除いています。 

 

※主な用語の解説 

○財政調整基金 

財政の健全な運営のために財源に余裕のあるときに積み立てておき、経済状況の変化により収入減

や災害発生等によって支出増となったときに取り崩す備えとして積み立てられた基金です。 

○減債基金 

地方債の償還（返済）に充てるために積み立てられた基金です。 

○歳計現金 

当該年度の歳入・歳出の差額（年度末の繰越金）です。 
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エ 負債 

退職手当引当金とは、普通会計の全職員が、年度末に普通退職（自己退職）した場合に必要な退職手

当の額を計上しています。退職手当引当金は職員数が増加した場合や、職員の平均年齢が上昇した場合

に高くなります。 

 藤岡市では集中改革プランにより、職員数の適正化に取り組んでおり、職員数、平均年齢ともに減少

傾向にあるために、退職手当引当金についても減少傾向にあると言えます。 

また、損失補償等引当金とは、産業の振興などのため、地域住民や企業などが受ける融資に対して、

債務が履行されない場合に藤岡市が返済の代行を行う損失補償に必要な額を計上しています。これは退

職手当引当金と違い、融資の返済がされていれば支払をする必要はありません。 

 

オ 純資産 

「資産」97,771,312千円から「負債」27,151,635千円を差し引いた「純資産」は70,619,677千円で、

既に藤岡市の普通会計で受け入れた、公共資産を整備するための国や群馬県からの補助金、地方税など

の一般財源などで構成されるものです。 

 その他一般財源等は△9,913,322 千円となっていますが、これは退職手当引当金や使途が拘束されて

いない臨時財政対策債などの地方債が、資産形成に充当されていることを示すものです。 
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（２）行政コスト計算書 

 貸借対照表は資産と負債の状況を明らかにするものですが、これに対し行政コスト計算書は人的サー

ビスや給付サービス、減価償却費などの行政サービス活動のコスト（費用）を明らかにするためのもの

です。 

 行政コスト計算書とは、民間企業の損益計算書にあたります。損益計算書は企業の損失と利益を計上

して１年間の経営成績を示すことを目的としています。 

しかし、地方公共団体の場合は営利を目的としていないため、１年間に提供した行政サービスに要し

た費用（＝行政コスト）と、使用料や手数料などの収入を明らかにして、行政活動の効率化に活用する

ことを目的としています。 

 ここでいう行政コストとは、貸借対照表に計上される費用を除いた現金支出に、減価償却や不納欠損

など現金支出を伴わない費用を足し合わせた、資産形成につながらない費用のことです。 

 行政コストはその性質により、以下の４つに分類されます。 

 

コストの性質 内       容 

人にかかるコスト 
常勤・非常勤職員及び議員の給料等に要する費用 

例：人件費、退職給与引当金繰入金 

物にかかるコスト 
物の購入、施設の維持補修、減価償却などに要する費用 

例：消耗品費・委託料などの物件費、維持補修費、減価償却費 

移転支出的なコスト 

市民や他団体などに支出して効果が出る費用 

例：社会保障給付費、補助金、繰出金、他の団体が行う施設整備事業への

補助金 

その他のコスト 
上記に属さない費用 

例：公債費（利子分のみ）、不納欠損（回収不能見込）額 

 

収益は以下の２つに分類されます。 

収益の種類 内       容 

使用料・手数料 
施設を利用した際に徴収する料金及び戸籍や住民票、税務証明の発行など

公の役務の提供に対し徴収する料金の収入額 

分担金・負担金・寄附金 分担金、負担金、寄附金の収入額 
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【 普通会計行政コスト計算書の要旨 】 

  自平成22年4月 1日 

至平成23年3月31日 （単位：千円） 

【 経常行政コスト 】 総  額 （構成比率） 

１ 

人にかかるコスト 
  

（１）人件費 3,164,898 15.6% 

（２）退職手当等引当金繰入等 674,535 3.3% 

（３）賞与引当金繰入額 221,131 1.1% 

人にかかるコスト計 4,060,564 20.0% 

２ 

物にかかるコスト 
  

（１）物件費 2,744,739 13.5% 

（２）維持補修費 182,099 0.9% 

（３）減価償却費 2,686,790 13.2% 

物にかかるコスト計 5,613,628 27.6% 

３ 

移転支出的なコスト 
  

（１）社会保障給付 4,902,161 24.1% 

（２）補助金等 2,644,249 13.0% 

（３）他会計等への支出額 2,478,858 12.2% 

（４）他団体への公共資産整備補助金等 230,272 1.1% 

移転支出的なコスト計 10,255,540 50.4% 

４ 

その他のコスト 
  

（１）支払利息 303,333 1.5% 

（２）回収不能見込計上額 116,899 0.6% 

（３）その他行政コスト 0 0.0% 

その他のコスト計 420,232 2.1% 

経常行政コスト 合計 ａ 20,349,964   

    

【 経常収益 】 総  額 （構成比率） 

１ 使用料・手数料 ｂ 321,074   

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 428,085   

経常収益 合計（ｂ＋ｃ） ｄ 749,159   

ｄ／ａ 3.7%   

    
（差引）純経常行政コスト  ａ－ｄ    19,600,805   
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【 経常行政コストの内訳 】 

 

 

 

藤岡市における普通会計の平成22年4月1日から平成23年3月31日までの１年間の経常的な行政コスト

の合計は20,349,964千円で、その内訳は「移転支出的なコスト」が10,255,540千円（50.4％）で最も多

く、次いで「物にかかるコスト」が5,613,628千円（27.6％）、「人にかかるコスト」が4,060,564千円

（20.0％）、「その他のコスト」が420,232千円（2.1％）の順となっています。 

なお、平成21年度の定額給付金事業が終了した影響により、平成22年度は移転支出的なコストが大幅

に減少しています。 

 

「経常行政コスト」の合計から、「経常収益」749,159千円を差し引いた「純経常行政コスト」は、

19,600,805千円となります。 

 

※主な用語の解説 

○人件費 

職員や嘱託員等の給与費（報酬、職員給、各種手当等）から、退職手当及び前年度賞与引当金を除

いた額です。 

○退職手当引当金繰入等 

平成 22 年度に引当金として新たに繰り入れた額などです。 

○賞与引当金繰入額 

平成 23 年 6月に支払われる賞与について、平成 22年 12 月～平成 23 年 3 月までの 4ヶ月分を、平

成 22 年度の負担分として計上しています。 

○純経常行政コスト 

上記サービスに用いられたコスト（経常行政コスト）から、使用料や手数料などの受益者から負担

された費用（経常収益）を差し引いた額であり、普通会計で賄わなければならないコストを表してい

ます。 

 

１．人にかかる 

コスト 

 4,060,564千円  

 20.0% 

２．物にかかる 

コスト  

5,613,628千円 

27.6% 

３．移転支出的な

コスト  

10,255,540千円 

50.4% 

４．その他の 

コスト 

 420,232千円 

2.1% 
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【 性質別目的別行政コスト 】                                                （単位：千円） 

  総  額 
構成 

比率 

生活インフラ 

・国土保全 
教 育 福 祉 

環 境  

衛 生 

産 業  

振 興 
消 防 総 務 議 会 

支 払  

利 息 

回収不能 

見込計上額 

人にかかるコスト 4,060,564 20.0% 392,379 899,520 469,892 211,020 336,465 14,664 1,500,799 235,826 
  

構成比率 
  

9.7％ 22.1％ 11.6％ 5.2％ 8.3％ 0.4％ 36.9％ 5.8％ 
  

物にかかるコスト 5,613,628 27.6% 1,221,985 1,657,520 309,641 931,757 605,089 68,709 809,170 9,757 
  

構成比率 
  

21.8％ 29.5％ 5.5％ 16.6％ 10.8％ 1.2％ 14.4％ 0.2％ 
  

移転支出的なコスト 10,255,540 50.4% 523,490 142,239 6,985,771 1,428,513 233,644 755,381   185,255 1,247 
  

構成比率 
  

5.1％ 1.4％ 68.1％ 13.9％ 2.3％ 7.4％  1.8％ 0.0％ 
  

その他のコスト 420,232 2.1% 
        

303,333 116,899 

構成比率 
          

72.2％ 27.8％ 

経常行政コスト 20,349,964 
 

2,137,854 2,699,279 7,765,304 2,571,290 1,175,198 838,754 2,495,224 246,830 303,333 116,899 

構成比率     10.5％ 13.3％ 38.2％ 12.6％ 5.8％ 4.1％ 12.3％ 1.2％ 1.5％ 0.6％ 
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ア 人にかかるコスト 

割合の多い順に見てみますと、内部管理部門や徴税部門を持つ「総務」が1,500,799千円（36.9％）

で最も多く、次いで学校・図書館・体育館などの施設を持つ「教育」が899,520千円（22.1％）、高齢

者や障害者の方のための福祉施設や児童館・保育園などの施設を持つ「福祉」が469,892千円（11.6％）

と続きます。 

 

イ 物にかかるコスト 

割合の多い順に見てみますと、「教育」が1,657,520千円（29.5％）で最も多く、次いで道路・公園

などの土木施設を持つ「生活インフラ・国土保全」が1,221,985千円（21.8％）、「環境衛生」が931,757

千円（16.6％）と続きます。施設を多く持つ部門の金額が大きいのは、管理運営経費（物件費）や減価

償却費を計上していることによるものです。 

 

ウ 移転支出的なコスト 

割合の多い順に見てみますと、生活保護費や児童手当などの扶助費や国民健康保険特別会計・介護保

険特別会計への繰出金などを持つ「福祉」が6,985,771千円（68.1％）で最も多く、次いで「環境衛生」

が1,428,513千円（13.9％）、「消防」が755,381千円（7.4％）と続きます。 

 

エ その他のコスト 

公債費の利子償還分のみ303,333千円を計上しています。また、地方税などについて時効などで収入

の見込みがないものとして処理した金額を「回収不能見込計上額」として116,899千円を計上していま

す。 
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（３）純資産変動計算書 

貸借対照表上で「純資産」として計上された金額が期首から期末でどのように増減したのかを示し、

純資産を形成する税収や国県補助金などの会計年度中の変動を明示するための財務書類が純資産変動

計算書です。これまでの世代が負担してきた「純資産」が１年間でどれだけ増減したのかを把握するこ

とができます。 

 

【 普通会計純資産変動計算書の要旨 】            

 

  自平成22年4月 1日 

至平成23年3月31日 

 （単位：千円） 

金 額 

期首純資産残高 69,693,213 

期間中の資産変動  

  純経常行政コスト △19,600,805 

  一般財源（地方税など） 15,753,516 

補助金等受入 4,797,171 

  臨時損益（災害復旧事業費など）      9,366 

  資産評価替えによる変動額   △32,784 

  その他 0 

期間中の資産変動額合計    926,464 

期末純資産残高 70,619,677 

 

平成22年度決算では、期首は平成22年4月1日を、期末は平成23年3月31日を指しますので、「期末純

資産残高」70,619,677千円は、貸借対照表上の「純資産」と一致します（☞Ｐ.4）。期間中の変動要素

のうち、主な減要素（財源の使用）は純経常行政コストの△19,600,805千円で、行政コスト計算書と一

致します（☞Ｐ.9）。 

一方、増要素(財源の調達)では、地方税などの一般財源が15,753,516千円、国や群馬県からの補助金

などで4,797,171千円、臨時損益では用地等の公共資産売却等により9,366千円があります（☞Ｐ.37）。 

その他、資産評価替えによる変動額（平成22年度の資産評価をするにあたり使用する資産台帳と地方

財政状況調査（決算統計）との間に生じる差額）が、昨年度より32,784千円減少しました。これらの結

果、「純資産」は平成22年度中の１年間で926,464千円増加しました。 
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（４）資金収支計算書 

資金収支計算書（キャッシュ・フロー）は、１年間の現金の流れを示すもので、どのような活動にど

れだけの資金が使われたのかが分かります。現金収支の性質上、次の３つに区分して表示されます。 

 

○経常的収支の部 

 支出においては、人件費や物件費、社会保障給付といった経常的な行政活動に係る資金の収支を項目

別に計上しています。 

収入においては、地方税、国県補助金等、使用料・手数料などの各項目の収入額から、公共資産整備

収支の部及び投資・財務的収支の部に計上した額を除いた額を計上しています。 

この経常的収支の部の差引は、財政指標の一つである「経常収支比率」に通ずる概念であり、黒字幅

が大きければ財政構造が柔軟なことを示し、小さい場合には硬直化しているため、支出の削減に努める

ことが必要です。 

 

○公共資産整備収支の部 

 道路や学校、公園など貸借対照表の公共資産を形成するための支出及びその財源です。 

支出においては、藤岡市が行うものを公共資産整備支出、民間等他の団体が行うものを公共資産整備

補助金等支出として計上しています。 

収入においては、公共資産整備の財源となった国県補助金等、地方債発行額及び基金取崩額などを計

上しています。 

 ここで収支のマイナスで表示される金額は、一般財源（地方税など）を公共資産整備に投入した金額

を表しています。 

 

○投資・財務的収支の部 

 支出においては、投資及び出資金、貸付金の他、特定目的のための基金積立や地方債の元金償還など

を計上しています。 

収入においては、貸付金回収額、基金取崩額及び公共資産等の売却額などを計上しています。 

 

 

 

【 普通会計資金収支計算書の要旨 】        

  自平成22年4月 1日 

至平成23年3月31日 

                                                  （単位：千円） 

金 額 

１ 経常的収支額 5,862,834 

２ 公共資産整備収支額 △2,003,943 

３ 投資・財務的収支額 △3,610,055 

当年度収支合計（歳計現金増減額） 248,836 

期首歳計現金残高 644,901 

期末歳計現金残高 893,737 

平成22年度の１年間の収支を見ると248,836千円の黒字となり、歳計現金（普通会計の歳入・歳出に

属する現金）の残高は期末（平成23年3月31日）現在で893,737千円となりました。これは、貸借対照表

上の「３ 流動資産（１）現金預金」のうち「歳計現金」と一致します。（☞Ｐ.４） 

 

 

14



３ 普通会計財務諸表の分析 

 

（１）社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産又は負債による割合を見ることにより、これまで

の世代（過去及び現世代）で既に負担されたものと、今後の世代によって将来返済しなければならない

ものとの割合がわかります。 

 

・社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×１００ 

・社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×１００ 

 

【 社会資本形成の世代間負担比率 】                   （単位：千円） 

項   目 平成22年度 

公共資産合計 88,258,120 

純資産合計 70,619,677 

地方債残高 21,847,413 

社会資本形成の過去及び現世代負担比率 80.0％ 

社会資本形成の将来世代負担比率 24.8％ 

 

（２）歳入総額対資産比率・歳入総額対純資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、資産の形成に何年分の歳入が充当されたかを見

ることができます。また、歳入総額に対する純資産の比率を計算することにより、これまでの世代によ

る社会資本の形成が何年分の歳入に相当するかが分かります。 

 

・歳入総額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

・歳入総額対純資産比率＝純資産合計÷歳入総額 

 

【 歳入総額対資産比率・歳入総額対純資産比率 】             （単位：千円） 

項   目 平成22年度 

資産合計 97,771,312 

純資産合計 70,619,677 

歳入総額（前年度からの繰越金644,901千円を含む） 25,355,222 

歳入総額対資産比率 3.9年 

歳入総額対純資産比率 2.8年 

 

（３）資産老朽化比率 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算すること

により、資産取得後、平均してどの程度老朽化が進んでいるかを把握することができます。 

・資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷（有形固定資産－土地＋減価償却累計額）×１００ 
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【 資産老朽化比率 】                          （単位：千円） 

項   目 平成22年度 

減価償却累計額 51,862,829 

有形固定資産合計 88,202,082 

うち土地合計 43,395,683 

資産老朽化比率 53.6％ 

藤岡市普通会計での比率は５３．６％であり、資産の老朽化がやや進んでいるといえます。 

 

（４）藤岡市民一人当たりの貸借対照表 

貸借対照表を他の自治体と比較する際、人口で除して藤岡市民一人当たりの金額を算出することによ

り、他の自治体との比較に活用できます。 

平成22年度の藤岡市民一人当たりの貸借対照表は、下の表のとおりです。藤岡市民一人当たりの公共

資産は1,279,307円であり、将来の資金流入をもたらす投資等及び流動資産を含めると「資産」合計は

1,417,201円となっています。一方、将来負担を表す藤岡市民一人当たりの「負債」は393,565円で、「資

産」と「負債」の差額である藤岡市民一人当たりの「純資産」は1,023,636円となっています。 
 

【 藤岡市民一人当たり貸借対照表 】 

                （基準日：平成23年3月31日）          （単位：円） 

借    方 貸    方 

【資産の部】 【負債の部】 

１ 公共資産 １ 固定負債 

(1)有形固定資産 1,278,495 (1)地方債 284,557 

(2)無形固定資産 63 (2)長期未払金    354 

(3)売却可能資産 749 (3)退職手当引当金 64,259 

公共資産 計 1,279,307 (4)その他 388 

固定負債 計 349,558 

２ 投資等 ２ 流動負債 

(1)投資及び出資金 25,984 (1)翌年度償還予定地方債 32,123 

(2)貸付金 6,291 (2)その他 11,884 

(3)基金等 41,545   

(4)長期延滞債権 13,322 流動負債 計 44,007 

(5)回収不能見込額 △6,481   

投資等 計 80,661   

  負  債  合  計 393,565 

３ 流動資産 【純資産の部】 

(1)現金預金 55,200 １ 公共資産等整備国県補助金等 225,700 

 （うち歳計現金） (12,955) ２ 公共資産等整備一般財源等 962,596 

(2)未収金 2,033 ３ その他一般財源等 △143,694 

流動資産 計 57,233 ４ 資産評価差額 △20,966 

  純  資  産  合  計 1,023,636 

資  産  合  計 1,417,201 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,417,201 

平成22年度末藤岡市の人口 68,989人（平成23年3月31日現在） 
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（５）行政コスト対公共資産比率 

行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけら

れているか、あるいは各行政分野においてハード・ソフト両面にわたるバランスのとれた財源配分がな

されているかを分析することができます。 

 

・行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷公共資産×１００ 

 

【 行政コスト対公共資産比率 】                          （単位：百万円） 

 生活インフラ 
・国土保全 

教育 福祉 
環境 
衛生 

産業 
振興 

総務 その他 計 

経常行政コスト計 2,056 2,684 7,331 2,463 1,174 2,470 1,423 19,601 

公共資産計 49,479 22,326 2,025 1,753 6,124 5,519   975 88,202 

行政コスト対公共

資産比率 
4.2% 12.0% 362.0% 140.5% 19.2% 44.8% 145.9% 22.2% 

 

藤岡市が保有する公共資産に対して、「経常行政コスト」全体で２２．２％のコストをかけているこ

とになります。 

行政目的別で見ると、「福祉」が362.0％で最も高い数値ですが、これは、福祉部門で所有する公共

資産が少ないわりに、社会保障給付等の移転支出的なコストがかかっていることによるものです。次い

で、「環境衛生」の140.5％、「総務」の44.8％となっています。 

 

 

（６）受益者負担比率 

行政コスト計算書における「経常収益」は、サービスの受益者が直接的に負担する使用料などの金額

であるため、「経常収益」の「経常行政コスト」に対する割合を算定することで、受益者負担比率を算

定することができます。 

 

・受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×１００ 

 

【 受益者負担比率 】                      （単位：千円） 

経常収益 経常行政コスト 受益者負担比率 

749,159 20,349,964 3.7％ 

 

藤岡市の平成22年度受益者負担比率は３．７％となっており、相当の部分が受益者負担以外の税金な

どで賄われていることが分かります。 
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（７）藤岡市民一人当たりの行政コスト 

行政コスト計算書を人口で除して、藤岡市民一人当たりの行政コストや収益を算出することで、他の

自治体との比較や１年間の行政サービスに要したコストを把握することができます。 

その性質別の金額は次のとおりです。 

【 藤岡市民一人当たりの行政コスト 】       自平成22年4月 1日 

至平成23年3月31日 （単位：円） 

【 経常行政コスト 】 総  額 （構成比率） 

１ 

人にかかるコスト 
  

（１）人件費 45,875 15.6% 

（２）退職手当等引当金繰入等 9,777 3.3% 

（３）賞与引当金繰入額 3,205 1.1% 

人にかかるコスト計 58,858 20.0% 

２ 

物にかかるコスト 
  

（１）物件費 39,785 13.5% 

（２）維持補修費 2,640 0.9% 

（３）減価償却費 38,945 13.2% 

物にかかるコスト計 81,370 27.6% 

３ 

移転支出的なコスト 
  

（１）社会保障給付 71,057 24.1% 

（２）補助金等 38,329 13.0% 

（３）他会計等への支出額 35,931 12.2% 

（４）他団体への公共資産整備補助金等 3,338 1.1% 

移転支出的なコスト計 148,655 50.4% 

４ 

その他のコスト 
  

（１）支払利息 4,397 1.5% 

（２）回収不能見込計上額 1,694 0.6% 

（３）その他行政コスト 0 0.0% 

その他のコスト計 6,091 2.1% 

経常行政コスト 合計 ａ 294,974   

    【経常収益】 総  額 （構成比率） 

１ 使用料・手数料 ｂ 4,654   

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 6,205   

経常収益 合計（ｂ＋ｃ） ｄ 10,859   

ｄ／ａ 3.7%   

    
（差引）純経常行政コスト  ａ－ｄ    284,115   

平成22年度末藤岡市の人口 68,989人（平成23年3月31日現在） 
 

平成22年度藤岡市民一人当たりの経常行政コストの合計額は294,974円で、社会保障給付や特別会計

（国保・介護など）への繰出金などの「移転支出的なコスト」が148,655円と最も多く、次いで物件費

や減価償却費など「物にかかるコスト」が81,370円となっています。また、「経常行政コスト」から「経

常収益」を差し引いた藤岡市民一人当たりの「純経常行政コスト」は284,115円かかっています。 

 

18



４ 地方公共団体財務諸表及び連結財務諸表とは 
 

藤岡市では、普通会計で行っている事業の他に、国民健康保険事業勘定特別会計などの公営事業会計

で様々な事業を行っています。また、これらの藤岡市が自ら行う事業とは別に、藤岡市が出資している

団体や継続的な財政支出を行っている団体、いわゆる外郭団体が行う事業もあり、普通会計のみを対象

とした財務諸表だけでは、公営事業会計や外郭団体の資産や負債などの状況を含んでいないため、藤岡

市の全体的な財務状態を把握することは困難です。そのため、藤岡市全体の総合的な財務状態をより的

確に把握するために、普通会計に公営事業会計を含めた「地方公共団体財務諸表」、地方公共団体に外

郭団体を含めた「連結財務諸表」を作成しています。 

連結の対象となる会計及び団体の範囲は次のとおりです。 

 

○普通会計 

・一般会計 

・住宅新築資金等貸付事業特別会計 

・学校給食センター事業特別会計 

○公営事業会計 

・国民健康保険事業勘定特別会計 

 ・老人保健事業特別会計 

・後期高齢者医療特別会計 

・介護保険事業勘定特別会計 

・介護老人保健施設特別会計 

・下水道事業特別会計 

・特定地域生活排水処理事業特別会計 

・簡易水道事業等特別会計 

・水道事業会計 

・国民健康保険鬼石病院事業会計 

・公営事業会計（介護サービス事業・介護デイサービス事業） 

○一部事務組合 

・多野藤岡広域市町村圏振興整備組合 

 ・多野藤岡医療事務市町村組合 

・藤岡市・高崎市ガス企業団 

・群馬県後期高齢者医療広域連合 

・群馬県市町村総合事務組合 

・群馬県市町村会館管理組合 

○藤岡市土地開発公社 

○第三セクター等 

・（株）藤岡クロスパーク 

・（財）藤岡市文化振興事業団 

・（社）藤岡市社会福祉協議会 
 

※三波川財産区特別会計は、総務省「地方公会計の整備促進に関するワーキンググループ」において連

結対象の範囲外とされています。 
 

各会計及び団体が作成している財務諸表を「総務省方式改訂モデル」に基づき、連結財務諸表勘定項

目に組み替えました。なお、連結対象の会計、団体間で行われている内部取引は相殺消去しています。

また、退職手当引当金については、普通会計・公営事業会計・一部事務組合は、期末に職員全員が普通

退職した場合の支給額を計上し、第三セクター等は貸借対照表などに計上している額を計上しています。 

 

普通会計と公営事業会計を合わ

せたものを「地方公共団体」と

言います。 

一部事務組合・土地開発公社・ 

第三セクター等を総称して 

「外郭団体」と言います。 
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５ 地方公共団体財務諸表の要旨 

（１）貸借対照表 

【 地方公共団体貸借対照表の要旨 】 

（基準日：平成23年3月31日）                 （単位：千円） 

借    方 貸    方 

【資産の部】 【負債の部】 

１ 公共資産 １ 固定負債 

(1) 有形固定資産 111,666,843 (1) 普通会計地方債 19,631,284 

(2) 無形固定資産 4,654 (2) 公営事業地方債 12,907,173 

(3) 売却可能資産 51,704 (3) 長期未払金       24,406 

公共資産 計 111,723,201 (4) 引当金   4,585,620 

 固定負債 計 37,148,483 

  

２ 投資等 ２ 流動負債 

(1) 投資及び出資金 474,490 (1) 翌年度償還予定地方債 3,046,710 

(2) 貸付金 434,899 (2) 未払金 85,621 

(3) 基金等 3,449,650 (3) 翌年度支払予定退職手当 598,702 

(4) 長期延滞債権 1,524,973  (4) 賞与引当金 221,131 

(5) 回収不能見込額 △729,592 (5) その他 29,511 

投資等 計 5,154,420 流動負債 計 3,981,675 

    

  負  債  合  計 41,130,158 

３ 流動資産 【純資産の部】 

(1) 資金 6,093,330   

(2) 未収金 830,963   

(3) その他 12,301   

 (4) 回収不能見込額 △260,571 純 資 産 合 計 82,423,486 

流動資産 計 6,676,023   

    

資  産  合  計 123,553,644 負 債 ・ 純 資 産 合 計 123,553,644 

 

地方公共団体の平成22年度末における「資産」の総額は、123,553,644千円となっています。この「資

産」を形成するために、これまでの世代が負担してきた「純資産」は82,423,486千円（66.7％）、将来

の世代への負担として残された「負債」は41,130,158千円（33.3％）となっています。 

「資産」の内訳は、公共資産が111,723,201千円（90.4％）、投資等が5,154,420千円（4.2％）、流動

資産が6,676,023千円（5.4％）で、ほとんどを公共資産が占めています。 
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ア 公共資産 

土地や建物のような有形固定資産の行政目的別の内訳は次のとおりです。 
 

【 行政目的別有形固定資産の内訳】 

 

有形固定資産のうち、「生活インフラ・国土保全」資産が51.1％を占めており、次いで「教育」資産

が20.0％、「環境衛生」資産が15.5％、「産業振興」資産が5.5%となっています。 
 

イ 投資等 

割合の多い順に見てみますと、投資等では、「基金等」の残高が3,449,650千円（66.9％）となって

います。また、「投資及び出資金」が474,490千円（9.2％）となっています。「長期延滞債権」は1,524,973

千円（29.6％）となっていますが、このうち回収不能と見込まれる金額729,592千円を「回収不能見込

額」として控除しています。 
 

ウ 流動資産 

割合の多い順に見てみますと、流動資産では「資金」が6,093,330千円（91.3％）となっています。

次に「未収金」が830,963千円（12.4％）となっていますが、長期延滞債権と同じように、このうち回

収不能と見込まれる金額260,571千円を「回収不能見込額」として控除しています。 
 

エ 負債 

固定負債では、「地方公共団体」による地方債が32,538,457千円（87.6％）となっています。内訳で

は、「普通会計地方債」が19,631,284千円、普通会計以外の公営事業の負債である「公営事業地方債」

は12,907,173千円です。また、「引当金」は、4,585,620千円（12.3％）となっており、ほとんどは「退

職手当等引当金」ですが、その他として普通会計の損失補償等引当金26,780千円と公営事業の修繕引当

金43,134千円があります。 

流動負債では、「翌年度償還予定地方債」が3,046,710千円（76.5％）となっています。内訳では、

普通会計が2,216,129千円、公営事業会計が830,581千円です。また、「未払金」は85,621千円（2.2％）、

「翌年度支払予定退職手当」は598,702千円（15.0％）、「賞与引当金」は221,131千円（5.6％）とな

っています。 
 

オ 純資産 

「資産」123,553,644千円から「負債」41,130,158千円を差し引いた「純資産」は82,423,486千円と

なっています。 

  

①生活インフラ・ 

国土保全 

57,030,155千円 

51.1% 

②教育  

22,326,300千円 

20.0% 

③福祉 

2,407,199千円 

2.1% 

④環境衛生 

17,285,177千円 

15.5% 

⑤産業振興 

6,123,865千円 

5.5% 

⑥消防 

 974,882千円 

0.9% 

⑦総務 

5,519,265千円 

4.9% 
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（２）行政コスト計算書 

【 地方公共団体行政コスト計算書の要旨 】 

至

自平成22年4月 1日 

至平成23年3月31日 （単位：千円） 

【 経常行政コスト 】 総  額 （構成比率） 

１ 

人にかかるコスト 
  

（１）人件費 4,410,618 13.0% 

（２）退職手当等引当金繰入等 694,123 2.0% 

（３）賞与引当金繰入額 221,131 0.7% 

人にかかるコスト計 5,325,872 15.7% 

２ 

物にかかるコスト 
  

（１）物件費 3,780,159 11.2% 

（２）維持補修費 221,480 0.7% 

（３）減価償却費 3,473,726 10.3% 

物にかかるコスト計 7,475,365 22.1% 

３ 

移転支出的なコスト 
  

（１）社会保障給付 13,931,344 41.1% 

（２）補助金等 5,393,300 15.9% 

（３）他会計等への支出額 511,583 1.5% 

（４）他団体への公共資産整備補助金等 249,344 0.7% 

移転支出的なコスト計 20,085,571 59.3% 

４ 

その他のコスト 
  

（１）支払利息 642,184 1.9% 

（２）回収不能見込計上額 219,782 0.6% 

（３）その他行政コスト 140,536 0.4% 

その他のコスト計 1,002,502 3.0% 

経常行政コスト 合計 ａ 33,889,310   

    
【 経常収益 】 総  額 （構成比率） 

１ 使用料・手数料  321,074   

２ 分担金・負担金・寄附金  5,077,905   

３ 保険料 2,992,671   

４ 事業収益 2,732,502   

５ その他特定行政サービス収入 148,747   

６ 他会計補助金等 0   

経常収益 合計 ｂ 11,272,899 
 

ｂ／ａ 33.3%   

    
（差引）純経常行政コスト  ａ－ｂ    22,616,411   

 

１年間の経常的な行政コストの合計は33,889,310千円で、その内訳は「移転支出的なコスト」が 

20,085,571千円（59.3％）で最も多く、「物にかかるコスト」が7,475,365千円（22.1％）、「人にか

かるコスト」が5,325,872千円（15.7％）、「その他のコスト」が1,002,502千円（3.0％）となってい

ます。 

「経常行政コスト」の合計から、「経常収益」11,272,899千円を差し引いた「純経常行政コスト」は

22,616,411千円となります。 
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【 性質別目的別行政コスト 】                                                (単位：千円) 

 

 

  総  額 
構成 

比率 

生活インフラ 

・国土保全 
教 育 福 祉 

環 境  

衛 生 

産 業  

振 興 
消 防 総 務 議 会 

支 払  

利 息 

回収不能 

見込計上額 

人にかかるコスト 5,325,872 15.7％ 412,395 899,520 841,006 1,085,198 336,465 14,664 1,500,799 235,826 
  

構成比率 
  

7.7％ 16.9％ 15.8％ 20.4％ 6.3％ 0.3％ 28.2％ 4.4％ 
  

物にかかるコスト 7,475,365 22.1％ 1,504,587 1,657,520 685,748 2,134,785 605,089 68,709 809,170 9,757 
  

構成比率 
  

20.1％ 22.2％ 9.2％ 28.6％ 8.1％ 0.9％ 10.8％ 0.1％ 
  

移転支出的なコスト 20,085,571 59.3％ 117,157 142,239 17,352,994 1,302,592 233,644 750,443   185,255 1,247 
  

構成比率 
  

0.6％ 0.7％ 86.4％ 6.5％ 1.2％ 3.7％ 0.9％ 0.0％ 
  

その他のコスト 1,002,502 3.0％ 2,757 0 116,474 21,305 0 0 0 0 642,184 219,782 

構成比率 
  

0.3％ 0.0％ 11.6％ 2.1％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 64.1％ 21.9％ 

経常行政コスト 33,889,310 
 

2,036,896 2,699,279 18,996,222 4,543,880 1,175,198 833,816 2,495,224 246,830 642,184 219,782 

構成比率     6.0％ 8.0％ 56.1％ 13.4％ 3.5％ 2.5％  7.4％ 0.7％ 1.9％ 0.6％ 
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ア 人にかかるコスト 

目的別では、「総務」が1,500,799千円（28.2％）で最も多く、次いで、「環境衛生」が1,085,198千

円（20.4％）となっています。 

「公営事業会計」では、国民健康保険鬼石病院事業会計が671,764千円と最も多くなっています。 

 

イ 物にかかるコスト 

目的別では、「環境衛生」が2,134,785千円（28.6％）で最も多く、次いで、「教育」が1,657,520千

円（22.2％）となっています。 

「公営事業会計」では、水道事業会計が746,907千円と最も多くなっています。 

 

ウ 移転支出的なコスト 

目的別では、「福祉」が17,352,994千円（86.4％）で最も多く、次いで、「環境衛生」が1,302,592

千円（6.5％）となっています。 

「公営事業会計」では、国民健康保険事業勘定特別会計が7,102,935千円と最も多くなっています。 

 

エ その他のコスト 

目的別では、「支払利息」が642,184千円（64.1％）で最も多く、次いで、「回収不能見込計上額」

が219,782千円（21.9％）となっています。 

「公営事業会計」では、国民健康保険事業勘定特別会計が173,530千円と最も多くなっています。 

 

オ 地方公共団体純経常行政コストの会計別割合 

会計ごとの純経常行政コストは次の表のとおりとなっています。 

 

【 地方公共団体純経常行政コストの会計別割合 】                 （単位：千円） 

地 方 公 共 団 体 

会  計  名 純経常行政コスト額 割  合 

普通会計 17,629,026 78.0％ 

国民健康保険事業勘定特別会計 2,303,670 10.2％ 

老人保健事業特別会計   195 0.0％ 

後期高齢者医療特別会計 132,039 0.6％ 

介護保険事業勘定特別会計 2,440,082 10.8％ 

介護老人保健施設特別会計 19,631 0.1％ 

下水道事業特別会計 367,933 1.6％ 

特定地域生活排水処理事業特別会計 3,446 0.0％ 

簡易水道事業等特別会計 20,918 0.1％ 

水道事業会計 △377,508 △1.7％ 

国民健康保険鬼石病院事業会計 70,323 0.3％ 

公営事業会計(介護サービス) 6,656 0.0％ 

公営事業会計(介護デイサービス) 0 0.0％ 

合  計 22,616,411 100.0％ 
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（３）純資産変動計算書 

 

【 地方公共団体純資産変動計算書の要旨 】      

    

  自平成22年4月 1日 

至平成23年3月31日 

                                                （単位：千円） 

金 額 

期首純資産残高 80,811,786 

期間中の資産変動  

  純経常行政コスト △22,616,411 

  一般財源（地方税など） 15,751,744 

補助金等受入  8,780,306 

  臨時損益（災害復旧事業費など）      1,599 

  資産評価替えによる変動額 △337,135 

  無償受贈財産受入 31,598 

  その他（端数調整） △1 

期間中の資産変動額合計  1,611,700 

期末純資産残高 82,423,486 

 

期間中の変動要素のうち、減要素（財源の使用）は純経常行政コストの22,616,411千円、資産評価替

えによる変動額が337,135千円です。 

増要素（財源の調達）は、地方税などの一般財源が15,751,744千円、補助金等受入が8,780,306千円

などとなっています。 

これらの結果、「純資産」は平成22年度中の１年間で1,611,700千円増加しました。 
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（４）資金収支計算書 

 

【 地方公共団体資金収支計算書の要旨 】       

 

  自平成22年4月 1日 

至平成23年3月31日 

                                                  （単位：千円） 

金 額 

１ 経常的収支額 7,025,303 

２ 公共資産整備収支額 △2,096,754 

３ 投資・財務的収支額 △3,548,004 

当年度収支合計（資金増減額） 1,380,545 

期首資金残高 4,712,786 

その他（端数調整） △1 

期末資金残高 6,093,330 

 

平成22年度の収支を見ると、1,380,545千円の黒字となり、「期末資金残高」は6,093,330千円となり

ました。 
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６ 連結財務諸表の要旨 

（１）貸借対照表 

 

【 連結貸借対照表の要旨 】 

（基準日：平成23年3月31日）                 （単位：千円） 

借    方 貸    方 

【資産の部】 【負債の部】 

１ 公共資産 １ 固定負債 

(1) 有形固定資産 126,431,085 (1) 地方公共団体 32,538,457 

(2) 無形固定資産  7,729 (2) 関係団体  11,246,111 

(3) 売却可能資産 51,704 (3) 長期未払金    24,406 

公共資産 計 126,490,518  (4) 引当金 5,269,082 

  (5) その他     28,460 

  固定負債 計 49,106,516 

   

２ 投資等 ２ 流動負債 

(1) 投資及び出資金 579,150 (1) 翌年度償還予定額 4,510,849 

(2) 貸付金 434,899 (2) 未払金 1,107,112 

(3) 基金等 4,047,349 (3) 翌年度支払予定退職手当 598,702 

(4) 長期延滞債権 1,524,973 (4) 賞与引当金 270,428 

(5) その他 63,501 (5) その他 178,304 

(6) 回収不能見込額 △729,592 流動負債 計 6,665,395 

投資等 計 5,920,280   

  負  債  合  計 55,771,911 

３ 流動資産 【純資産の部】 

(1) 資金 9,808,884   

(2) 未収金 2,565,313   

(3) 販売用不動産 2,478,530   

(4) その他 126,130 純 資 産 合 計 91,574,029 

(5) 回収不能見込額 △260,571   

流動資産 計 14,718,286   

    

４ 繰延勘定 216,856   

    

資  産  合  計 147,345,940 負 債 ・ 純 資 産 合 計 147,345,940 

 

連結会計の平成22年度末における「資産」の総額は、147,345,940千円となっています。この「資産」

を形成するために、これまでの世代が負担してきた「純資産」は91,574,029千円（62.1％）、将来の世

代への負担として残された「負債」は55,771,911千円（37.9％）となっています。 

「資産」の内訳は、公共資産が126,490,518千円（85.8％）、投資等が5,920,280千円（4.0％）、流動

資産が14,718,286千円（10.0％）で、ほとんどを公共資産が占めています。 
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ア 公共資産 

土地や建物のような有形固定資産の行政目的別の内訳は次のとおりです。 
 

【 行政目的別有形固定資産の内訳】 

 

有形固定資産のうち、「生活インフラ・国土保全」資産が45.1％を占めており、次いで、「環境衛生」

資産が24.6％、「教育」資産が17.8％、「産業振興」資産が4.8%となっています。 
 

イ 投資等 

割合の多い順に見てみますと、投資等では、「基金等」の残高が4,047,349千円（68.4％）となって

います。次に「長期延滞債権」は1,524,973千円（25.8％）となっていますが、このうち回収不能と見

込まれる額729,592千円を「回収不能見込額」として控除しています。 
 

ウ 流動資産 

割合の多い順に見てみますと、流動資産では「資金」が9,808,884千円（66.6％）となっています。

次に「未収金」が2,565,313千円（17.4％）となっています。また、「販売用不動産」が2,478,530千円

（16.8％）で、藤岡市土地開発公社にかかる販売用不動産になります。 
 

エ 負債 

固定負債では、「地方公共団体」による地方債が32,538,457千円（66.3％）となっています。また、

「関係団体」による地方債等の借入金は11,246,111千円（22.9％）となっています。「引当金」は、

5,269,082千円（10.7％）となっており、ほとんどは「退職手当等引当金」です。 

流動負債では、「翌年度償還予定額」が4,510,849千円（67.7％）となっています。内訳では、「地

方公共団体」が3,046,710千円、「関係団体」が1,464,139千円です。「未払金」は1,107,112千円（16.6％）

となっていますが、内訳では「関係団体」が大半を占めています。また、「翌年度支払予定退職手当」

は598,702千円（9.0％）、「賞与引当金」は270,428千円（4.1％）となっていますが、内訳ではどちら

も「地方公共団体」が大半を占めています。 
 

オ 純資産 

「資産」147,345,940千円から「負債」55,771,911千円を差し引いた「純資産」は91,574,029千円と

なっています。このうち「関係団体」が9,150,543千円です。 

  

①生活インフラ・国

土保全 

57,032,674千円 

45.1% 

②教育 

22,516,329千円 

17.8% 

③福祉 

2,415,045千円 

1.9% 

④環境衛生 

31,072,718千円 

24.6% 

⑤産業振興 

6,123,865千円 

4.8% 

⑥消防 

1,338,861千円 

1.1% 

⑦総務 

5,931,593千円 

4.7% 
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（２）行政コスト計算書 

【 連結行政コスト計算書の要旨 】           自平成22年4月 1日 

至平成23年3月31日 
（単位：千円） 

【 経常行政コスト 】 総  額 （構成比率） 

１ 

人にかかるコスト 
  

（１）人件費 9,881,947 19.8% 

（２）退職手当等引当金繰入等 1,084,434 2.2% 

（３）賞与引当金繰入額 270,428 0.5% 

人にかかるコスト計 11,236,809 22.5% 

２ 

物にかかるコスト 
  

（１）物件費 8,140,276 16.3% 

（２）維持補修費 336,834 0.7% 

（３）減価償却費 4,323,861 8.7% 

物にかかるコスト計 12,800,971 25.7% 

３ 

移転支出的なコスト 
  

（１）社会保障給付 20,063,013 40.2% 

（２）補助金等 3,466,597  7.0% 

（３）他会計等への支出額 0 0.0% 

（４）他団体への公共資産整備補助金等 249,344 0.5% 

移転支出的なコスト計 23,778,954 47.7% 

４ 

その他のコスト 
  

（１）支払利息 847,682 1.7% 

（２）回収不能見込計上額 219,782 0.4% 

（３）その他行政コスト 991,972 2.0% 

その他のコスト計 2,059,436 4.1% 

経常行政コスト 合計 ａ 49,876,170   

    
【 経常収益 】 総  額 （構成比率） 

１ 使用料・手数料  326,162   

２ 分担金・負担金・寄附金  8,349,150   

３ 保険料 2,992,671   

４ 事業収益 12,671,617   

５ その他特定行政サービス収入 453,230   

６ 他会計補助金等 0   

経常収益 合計 ｂ 24,792,830 
 

ｂ／ａ 49.7%   

    

（差引）純経常行政コスト  ａ－ｂ    25,083,340   

 
１年間の経常的な行政コストの合計は、49,876,170千円で、その内訳は「移転支出的なコスト」が 

23,778,954千円（47.7％）で最も多く、「物にかかるコスト」が12,800,971千円（25.7％）、「人にか
かるコスト」が11,236,809千円（22.5％）、「その他のコスト」が2,059,436千円（4.1％）となってい
ます。「経常行政コスト」の合計から、「経常収益」24,792,830千円を差し引いた「純経常行政コスト」
は25,083,340千円となります。 
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【 性質別目的別行政コスト 】                                                (単位：千円) 

 

 

  総  額 
構成 

比率 

生活インフラ 

・国土保全 
教 育 福 祉 

環 境  

衛 生 

産 業  

振 興 
消 防 総 務 議 会 

支 払  

利 息 

回収不能 

見込計上額 

人にかかるコスト 11,236,809 22.5% 449,634 900,686 1,004,421 5,742,609 336,465 760,406 1,806,253 236,337 
  

構成比率 
  

4.0％ 8.0％ 8.9％ 51.1％ 3.0％ 6.8％ 16.1％ 2.1％ 
  

物にかかるコスト 12,800,971 25.7% 1,510,051 1,674,909 797,305 7,112,495 605,089 150,586 940,243 10,293 
  

構成比率 
  

11.8％ 13.1％ 6.2％ 55.6％ 4.7％ 1.2％ 7.3％ 0.1％ 
  

移転支出的なコスト 23,778,954 47.7% 117,218 137,643 22,940,370   155,953 201,315  79,506   145,694 1,255 
  

構成比率 
  

0.5％ 0.6％ 96.5％ 0.7％ 0.8％ 0.3％ 0.6％ 0.0％ 
  

その他のコスト 2,059,436 4.1% 389,966 0 220,566 248,620   0 0 132,820 0 847,682 219,782 

構成比率 
  

18.9％ 0.0％ 10.7％ 12.1％ 0.0％ 0.0％ 6.4％ 0.0％ 41.2％ 10.7％ 

経常行政コスト 49,876,170 
 

2,466,869 2,713,238 24,962,662 13,259,677 1,142,869   990,498 3,025,010 247,885 847,682 219,782 

構成比率     4.9％ 5.4％ 50.0％ 26.6％ 2.3％ 2.0％ 6.1％ 0.5％ 1.7％ 0.4％ 
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ア 人にかかるコスト 

目的別では、「環境衛生」が5,742,609千円（51.1％）で最も多く、次いで「総務」が1,806,253千円

（16.1％）となっています。 

「関係団体」では、多野藤岡医療事務市町村組合が4,534,774千円と最も多くなっています。 

 

イ 物にかかるコスト 

目的別では、「環境衛生」が7,112,495千円（55.6％）で最も多く、次いで「教育」が1,674,909千円

（13.1％）となっています。 

「関係団体」では、多野藤岡医療事務市町村組合が3,979,355千円と最も多くなっています。 

 

ウ 移転支出的なコスト 

目的別では、「福祉」が22,940,370千円（96.5％）で最も多く、次いで「産業振興」が201,315千円

（0.8％）となっています。 

「関係団体」では、群馬県後期高齢者医療広域連合が6,126,587千円と最も多くなっています。 

 

エ その他のコスト 

目的別では、「支払利息」が847,682千円（41.2％）で最も多く、次いで「生活インフラ・国土保全」

が389,966千円（18.9％）となっています。 

「関係団体」では、多野藤岡医療事務市町村組合が378,054千円と最も多くなっています。 

 

オ 連結純経常行政コストの会計別割合 

会計および団体ごとの純経常行政コストは次の表のとおりとなっています。 

【 連結純経常行政コストの会計別割合 】                   （単位：千円） 

地 方 公 共 団 体 

会  計  名 純経常行政コスト額 割  合 

普通会計 14,864,824 59.3％ 

国民健康保険事業勘定特別会計 2,303,670  9.2％ 

老人保健事業特別会計   195 0.0％ 

後期高齢者医療特別会計 132,039 0.5％ 

介護保険事業勘定特別会計 2,440,082 9.7％ 

介護老人保健施設特別会計 19,631 0.1％ 

下水道事業特別会計 367,933 1.5％ 

特定地域生活排水処理事業特別会計 3,446 0.0％ 

簡易水道事業等特別会計 20,918 0.1％ 

水道事業会計 △377,508 △1.5％ 

国民健康保険鬼石病院事業会計 70,323 0.3％ 

公営事業会計(介護サービス) 6,656 0.0％ 

公営事業会計(介護デイサービス) 0 0.0％ 
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関  係  団  体 

団  体  名 純経常行政コスト額 割  合 

多野藤岡広域市町村圏振興整備組合 1,247,549 5.0％ 

多野藤岡医療事務市町村組合 329,657 1.3％ 

藤岡市・高崎市ガス企業団 197,943  0.8％ 

群馬県市町村総合事務組合  3,953 0.0％ 

群馬県市町村会館管理組合 4,208 0.0％ 

群馬県後期高齢者医療広域連合 3,186,864 12.7％ 

藤岡市土地開発公社 △22,822 △0.1％ 

(株）藤岡クロスパーク      0 0.0％ 

(財)藤岡市文化振興事業団 138,608 0.5％ 

(社)藤岡市社会福祉協議会 145,171 0.6％ 

合 計  25,083,340 100.0％ 
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（３）純資産変動計算書 

 

【 連結純資産変動計算書の要旨 】      

    

  自平成22年4月 1日 

至平成23年3月31日 

                                                （単位：千円） 

金 額 

期首純資産残高 89,720,691 

期間中の資産変動  

  純経常行政コスト △25,083,340 

  一般財源（地方税など） 15,776,650 

補助金等受入 11,397,059 

  臨時損益（災害復旧事業費など） 

  出資の受入・新規設立 

△3,343 

      9,907 

  資産評価替えによる変動額 △337,135 

  無償受贈財産受入 39,365 

  その他 54,180 

  経費負担割合の変更に伴う差額      △5 

期間中の資産変動額合計  1,853,338 

期末純資産残高 91,574,029 

 

期間中の変動要素のうち、主な減要素（財源の使用）は純経常行政コストの25,083,340千円、資産評

価替えによる変動額337,135千円です。また、増要素（財源の調達）は、地方税などの一般財源が

15,776,650千円、補助金等受入が11,397,059千円、無償受贈財産受入が39,365千円となっています。 

これらの結果、「純資産」は平成22年度中の１年間で1,853,338千円増加しました。 
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（４）資金収支計算書 

 

【 連結資金収支計算書の要旨 】       

 

  自平成22年4月 1日 

至平成23年3月31日 

                                                  （単位：千円） 

金 額 

１ 経常的収支額 7,766,150 

２ 公共資産整備収支額 △2,168,293 

３ 投資・財務的収支額 △4,007,937 

当年度収支合（資金増減額） 1,589,920 

期首資金残高 8,218,970 

経費負担割合の変更に伴う差額等     △6 

期末資金残高 9,808,884 

 

平成22年度の収支を見ると、1,589,920千円の黒字となり、「期末資金残高」は9,808,884千円となり

ました。 
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